
平成28年度　事業報告書

　（平成28年4月1日から　平成29年3月31日まで）



Ⅰ．法人の概要（平成28年度）
1 学校法人の沿革（設立）

昭和24年2月　新学制により大阪理工科大学､大阪専門学校を合併し、近畿大学設立。

昭和26年2月　財団法人近畿大学を学校法人近畿大学に名称変更。

法人の名称 学校法人　近畿大学

事務所の所在地 大阪府東大阪市小若江3丁目4番1号

近畿大学は、「実学教育・人格の陶冶」を建学の精神とし、「人に愛される人、信頼される人、尊敬される人の

育成」を教育の目的としている。そして同時に、受身だけでなく、「人を愛する人、人を信頼し、尊敬する人」と

いう心豊かな人間性を育てることを目標としている。

この精神・目的・目標を実践するために、大学・学部・研究科を中心として、その個性を生かし、また機能的に

連携・融合し取り組んでおり、その方法は様々であるが、その基本精神は過去・現在・未来において常に変わ

らないものである。

2 設置･改組等

平成28年度　施行

平成29年度　施行　(予定)

3 設置する学校､学部､学科等(平成28年4月）

近畿大学大学院 11研究科､26専攻

近畿大学法科大学院 1研究科、1専攻

近畿大学 14学部、48学科

近畿大学通信教育部 1学部、1学科

近畿大学短期大学部 1学科

近畿大学短期大学部通信教育部 1学科

近畿大学九州短期大学 2学科

近畿大学九州短期大学通信教育部 2学科

近畿大学工業高等専門学校 1学科、専攻科

近畿大学附属高等学校 全日制課程

近畿大学附属新宮高等学校 全日制課程

近畿大学附属豊岡高等学校 全日制課程

近畿大学附属福岡高等学校 全日制課程、専攻科、通信制課程

近畿大学附属広島高等学校福山校 全日制課程

近畿大学附属和歌山高等学校 全日制課程

近畿大学附属広島高等学校東広島校 全日制課程

近畿大学附属中学校

近畿大学附属和歌山中学校

近畿大学附属新宮中学校

近畿大学附属広島中学校福山校

近畿大学附属豊岡中学校

近畿大学附属広島中学校東広島校

近畿大学附属小学校

近畿大学附属幼稚園

近畿大学九州短期大学附属幼稚園

近畿大学附属看護専門学校 2学科

　近畿大学生物理工学部システム生命科学科を生命情報工学科へ、人間工学科を人間環境デザイン工学科へそれぞれ名称変更

　近畿大学の収容定員を変更（法学部・薬学部医療薬学科・文芸学部文化デザイン学科・国際学部・医学部を除く）

学校名 学部、学科等

　近畿大学九州短期大学通信教育部保育科専攻科を設置

　近畿大学大学院生物理工学研究科を改組し、生物理工学研究科生体システム工学専攻博士後期課程を設置

　近畿大学国際学部を設置

  近畿大学文芸学部を改組し、文芸学部文化デザイン学科を設置

  近畿大学産業理工学部電気通信工学科を電気電子工学科へ名称変更

　近畿大学法学部政策法学科及び文芸学部英語コミュニケーション学科を学生募集停止
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4　各学校等の収容定員、現員数（平成28年5月1日現在）
収容定員 現員

近畿大学大学院 1,196 925

近畿大学法科大学院 90 26

近畿大学 27,765 32,322

近畿大学通信教育部 8,000 1,223

近畿大学短期大学部 160 197

近畿大学短期大学部通信教育部 4,000 1,301

近畿大学九州短期大学 240 219

近畿大学九州短期大学通信教育部 2,600 3,959

近畿大学工業高等専門学校 836 843

近畿大学附属高等学校 2,880 2,881

近畿大学附属新宮高等学校 480 423

近畿大学附属豊岡高等学校 720 567

近畿大学附属福岡高等学校 1,100 1,026

近畿大学附属福岡高等学校通信制課程 500 81

近畿大学附属広島高等学校福山校 720 643

近畿大学附属和歌山高等学校 1,050 1,105

近畿大学附属広島高等学校東広島校 660 626

近畿大学附属中学校 840 880

近畿大学附属和歌山中学校 525 507

近畿大学附属新宮中学校 210 153

近畿大学附属広島中学校福山校 480 434

近畿大学附属豊岡中学校 240 202

近畿大学附属広島中学校東広島校 420 387

近畿大学附属小学校 720 710

近畿大学附属幼稚園 180 129

近畿大学九州短期大学附属幼稚園　 220 199

近畿大学附属看護専門学校 375 398

57,207 52,366

5　役員に関する事項（役員の氏名）（平成28年5月1日現在）
理事長（常勤） 清水　由洋

理事　（常勤） 塩﨑　　 均

理事　（常勤） 杉浦　浩三

理事　（常勤） 田中　栄二

理事　（常勤） 中島　　 茂

理事　（常勤） 工藤　正俊

理事　（非常勤） 熊井　英水

理事　（非常勤） 武知　京三

理事　（非常勤） 井倉　   博

理事　（常勤） 北爪　佐知子

監事　（非常勤） 湯浅　富一

監事　（非常勤） 上野　秀夫

6　評議員に関する事項（平成28年5月1日現在）

評議員数
定数 現員 うち理事兼務

寄附行為　第17条第1項第1号（併設学校長） 12名 1名

寄附行為　第17条第1項第2号（教職員） 12～17名 14名 2名

寄附行為　第17条第1項第3号（卒業生） 3～5名 4名 1名

寄附行為　第17条第1項第4号（学識経験者） 5～7名 5名 2名

寄附行為　第17条第1項第5号（理事長） 1名 1名 1名

合　計 33～42名 36名 7名

7　教職員に関する事項（平成28年5月1日現在）

教職員数 （単位：人）
本務教員 2,389

本務職員 3,079

計 5,468

兼務教員 3,755

兼務職員 1,550

計 5,305

10,773

※近畿大学の留学生別科及び近畿大学九州短期大学の別科は除く

寄附行為の選任条項

合計

学校名

法人合計
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Ⅱ.事業の概要(平成28年度）
１ 当年度に行なった主な事業 (単位百万円）

区分 総事業費 前年度以前 28年度 29年度以降 備  考

事業費 50,169 17,142 23,345 9,682 国庫補助金 1,182（未収）

東大阪キャンパス整備計画 支払額 50,169 16,375 24,113 9,681

事  業  名

 1  大学本部

東大阪キャンパスでは現在、大規模整備「超近大プロジェクト」を実施しています。その第一期工事が完了し、
2017年4月6日に新たな学術拠点「ACADEMIC THEATER（アカデミックシアター）」がグランドオープンしました。
「文理の垣根を越えて社会の諸問題を解決に導くための学術拠点」をコンセプトに今までにはない図書館、新たな学び
の空間、学生が教職員のみならず、卒業生、企業人、地域住民など多様な人々と出会い、自由に語り、学び、情報を発
信できる新しい集いの場を目指すもので、インターナショナルフィールド（1号館）、実学ホール／オープンキャリア
フィールド（2号館）、ナレッジフィールド（3号館）、アメニティフィールド（4号館）、ビブリオシアター（5号
館）の5つの建物で構成されています。

＜建物概要＞

■延床面積：28,345.07㎡
■構 造：鉄骨＋鉄骨鉄筋コンクリート＋鉄筋コンクリート造
■規 模：地上11階＋地下1階

マンガ約2万2千冊を含む約7万冊の

書籍を配架する新生図書館

「ACT（アクト）」と呼ばれる42室の

ガラス張りの小部屋

世界のニュースにリアルタイムに

触れられる学習型カフェ
「BIBLIOTHEATER」

1階「NOAH33（ノア33）」

2階「DONDEN（ドンデン）」

ACADEMIC THEATER

24時間利用可能な自習室
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2　その他の事業 (単位百万円）

区分 総事業費 前年度以前 28年度 29年度以降 備  考

事業費 1,129 776 313 40 H28事業 南グラウンド・生駒グラウンド洋弓場施設改修

体育施設整備計画 支払額 1,129 743 346 40 柔道場近江堂合宿所整備　　　　　　　　　　

事業費 484 248 236

21号館改修工事 支払額 484 248 236

事業費 1,442 121 115 1,206

各号館空調設備整備計画 支払額 1,442 121 0 1,321

 5   農学部 事業費 807 116 183 508

研究棟空調設備（GHP）更改工事 支払額 807 116 183 508

事業費 1,239 485 754

体育館建設工事 支払額 1,239 485 754

事業費 437 88 85 264

キャンパストイレ改修工事 支払額 437 88 349

事業費 443 443

生駒グラウンド合宿所新築工事 支払額 443 443

事業費 446 273 173

 青雲寮建替工事 支払額 446 81 365

事業費 351 170 181

支払額 351 149 202

3　今後の事業計画について

 3   大学本部

事  業  名

 2   大学本部

取水管更新工事

 4   大学本部

 6   工学部

 7   工学部

 8   附属高等学校・中学校

 9   広島高等学校・中学校　福山校

 10 富山実験場

平成28年度の主な事業としまして、附属高等学校（東大阪市）において生駒グラウンド合宿所（1,018.32㎡ 鉄骨造 地
上2階建）を新築しました。強化クラブとして新しく「洋弓部」を立ち上げ、大学との強い連携のもと、東京オリンピッ
クを目指して選手を育成します。広島高等学校福山校では老朽化していた寮の建替えを計画し、まず隣地に青雲寮（鉄骨
造3階建 ・鉄骨平屋建(物干し場) 963.25㎡）が完成しました。引越しも完了し、寮生たちは安心安全な寮生活を送るこ
とになります。この後引き続き旧寮の取り壊し工事を行っていきます。また工学部では体育館建設工事を平成28年（2016
年）11月より開始しました。創設58年目を迎える近畿大学工学部は、平成3年（1991年）に広島県呉市から現在のキャン
パス（東広島市）へ移転して以来、多目的ホールなどを体育施設として使用していましたが、体育館建設はクラブ活動を
行う学生たちの強い願いでした。スポーツ・文化施設として利用可能な体育館の新設により、心身の健康増進に加え、文
化イベントの開催等により更なる地域貢献も目指します。

東大阪キャンパス整備工事は平成29年度より第二期工事となり平成30年度着工予定の語学棟、実験実習棟、食堂棟（仮
称）新築工事に向け既存建物の解体撤去工事や改修工事が始まります。

奈良キャンパスにおいては、多目的ホールの建設を計画しています。既存の学生ホールでは実現出来なかった文理融合
の学びの場の提供、基礎ゼミなどのオープン型授業の展開、図書館分室の設置等、学生ホールの枠にとらわれない学術コ
ミュニケーションホールとなります。完成予定年度である平成30年度は農学部創立60周年、奈良市への農学部移転30周年
にあたり、記念事業となります。

また、近畿大学医学部、ならびに附属病院については泉北泉ヶ丘地区への移転・建替を計画しており、戦略的に中期計
画検討を行っております。
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Ⅲ．財務の状況
１　資金収支の状況

（今年度決算の特徴）
１．東大阪キャンパス整備事業の実施

平成28年度事業費　　        233億円（総事業費502億円） 

２．引当特定資産への繰入・取崩計上 
第２号基本金引当資産　　   50億円　　 累積額  200億円 
第３号基本金引当資産　　     1億円　　 累積額    10億円 
施設設備引当特定預金       △75億円　　  累積額   300億円

（単位億円） （単位億円）
平成28年度 平成27年度 差　額 平成28年度 平成27年度 差　額

542 533 9 584 586 △ 2
39 35 4 536 549 △ 13
8 8 0 178 174 4

96 104 △ 8 358 375 △ 17
資産売却収入 4 0 4 59 59 0
付随事業・収益事業収入 25 25 0 0 0 0

618 641 △ 23 2 2 0
4 1 3 247 158 89

22 25 △ 3 60 52 8
1,358 1,372 △ 14 1,488 1,406 82

0 0 0 51 51 0
75 150 △ 75 0 0 0

111 103 8 194 176 18
172 149 23 △ 155 △ 161 6

△ 228 △ 240 12
1,488 1,534 △ 46 1,578 1,472 106

《資金収入の主な増減》 《資金支出の主な増減》
※1 昨年度は高額薬品の使用により一時的に診療単価が上昇していました。 ※1 昨年度高額薬品の使用量増加により薬品費が多額となって

また附属病院移転に向けた病床の段階的閉鎖（堺病院）の影響もあり おりましたが、今年度例年並みに落ち着いたため11億円
大きく減少しております。 減少しております。

※2 施設設備引当特定資産を75億円取崩しました。 ※2 昨年度より継続している東大阪キャンパス整備事業費が、
昨年度152億円に対し、今年度は233億円計上されています。

  
（単位億円）

平成28年度 平成27年度 差　額

△ 130 △ 34 △ 96

△ 90 62 △ 152

453 543 △ 90

資金収入の部 資金支出の部
科　　目 科　　目

学生生徒等納付金収入 人件費支出
手数料収入 教育研究経費支出
寄付金収入 教育研究経費支出
補助金収入 医療経費支出 ※1

管理経費支出
借入金等利息支出

医療収入※1 借入金等返済支出
受取利息・配当金収入 施設関係支出 ※2
雑収入 設備関係支出 

小　計（①） 小　計（②）
借入金等収入 特定資産への繰入支出 
特定資産からの取崩収入 ※2 資産運用支出(特定資産除く) 

前受金収入 その他の支出

資金収入調整勘定
その他の収入(特定資産除く) 資金支出調整勘定

資金収支差額（A－B）

翌年度繰越支払資金

資金収入合計（A） 資金支出合計（B）

資金収支差額の部
科　　目

資金収支差額（①-②）

前年度繰越

支払資金

543億円

翌年度繰越

支払資金

453億円

当年度

資金収入

1,488億円

（特定資産取崩

75億円含む）

当年度

資金支出

1,578億円

（特定資産繰入

51億円含む）

資金収支計算書とは・・・ （学校法人会計基準第6条）

１．当該年度に行った諸活動に対応するすべての収入と支出の内容

２．当該年度にかかる支払資金（現金及びいつでも引き出すことの

できる預貯金）の収入と支出のてん末

上記２つを明らかにするもの

資金収支計算書とは・・・ （学校法人会計基準第6条）

１．当該年度に行った諸活動に対応するすべての収入と支出の内容

２．当該年度にかかる支払資金（現金及びいつでも引き出すことの

できる預貯金）の収入と支出のてん末

上記２つを明らかにするものであります。

当年度帰属的資金収入で当年度資金支出を賄えているかをみます。

当年度の入金額で出金額が賄えているかをみます。

何に使ったか

（資金の使途状況）

資金がどれだけ残ったか

（資金の残高状況）

を表します

前年度と比較し90億円減少していますが、特定資産への繰入が51億円・
取崩が75億円ありますので、実質114億円の資金が減少したことになり
ます。

決算規模 2,031億円

当年度

資金収支差額

△90億円
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３　事業活動収支の状況

（今年度決算の特徴）
１．基本金組入前収支差額の減少

機器の棚卸及び重複図書の除籍など多額の資産処分が発生した
ため、収支差額が減少しております。

２．第２号・第３号基本金組入の実施
     第２号基本金　50億円(医学部・附属病院建替事業資金）
     第３号基本金 　 1億円(学生参加型教育支援事業基金）

３．東大阪キャンパス整備事業による第１号基本金組入額の増加

（単位億円） （単位億円）
平成28年度 平成27年度 差　額 科　　目 平成28年度 平成27年度 差　額

542 533 9 人件費 587 587 0
39 35 4 　うち退職給与引当金繰入額 (20) (22) (△ 2)
10 10 0 教育研究経費 617 629 △ 12

　うち現物寄付金 (2) (2) (0) 教育研究経費 234 229 5
96 104 △ 8 　　うち減価償却額 (56) (54) (2)
0 0 0 医療経費 383 400 △ 17

25 25 0 　　うち減価償却額 (26) (25) (1)
618 641 △ 23 66 68 △ 2

4 1 3 　　うち減価償却額 (7) (8) (△ 1)
22 25 △ 3 借入金等利息 0 0 0

資産処分差額 15 7 8
徴収不能額 0 0 0

1,356 1,374 △ 18 1,285 1,291 △ 6

収支差額の部 （単位億円）
平成28年度 平成27年度 差　額

翌年度繰越収支差額 △ 861 △ 631 △ 230

当年度収支差額 △ 233 △ 115 △ 118

基本金取崩額 3 1 2

前年度繰越収支差額 △ 517 △ 114△ 631

基本金組入額合計 △ 304 △ 198 △ 106

科　　目
基本金組入前当年度収支差額 71 83 △ 12

事業活動収入内訳 事業活動支出内訳
科　　目

学生生徒等納付金
手数料
寄付金

補助金

受取利息・配当金収入

資産売却差額
付随事業・収益事業収入
医療収入

事業活動収入　合計 事業活動支出　合計

雑収入（過年度修正含む）

管理経費（為替差損、過年度修正含む）

学生生徒等納付金
39.97%

手数料
2.88%

寄付金
0.74%

補助金
7.08%

付随事業・

収益事業収入
1.84%

医療収入
45.58%

受取利息・

配当金収入
0.29%

雑収入
1.62%

事業活動収入

1,356億円

事業活動収支計算書とは・・・

１．当該会計年度の事業活動収入及び事業活動支出の内容

２．学校法人の財政の均衡状態（バランス）

上記２つを明らかにするものであります。

（注）区分ごとの経年比較の状況は、P.14に記載

「事業活動収入」

従来の帰属収入であり当該年度の収入のうち、学生納付金・手数料・寄付金・補助金

などの負債とならない収入をいいます。借入金や前受金のような負債性のある資金は

除かれます。

「基本金組入額」

学校法人が教育研究活動を行なっていくためには、校地・校舎・機器備品・図書などの

資産を持ち、永続的に維持する必要があります。学校会計では、当該年度に資産の

取得に充てた金額を組み入れる仕組みを第１号基本金といいます。

他に、将来計画のために組み入れる第２号基本金、運用果実を特定の事業目的に

使用する第３号基本金などがあります。

「基本金組入前当年度収支差額」

従来の帰属収支差額であり、事業活動収入から事業活動支出を控除して算出します。

永続的な学校法人の運営のためには、事業活動収

支のバランスが重要な条件となります

人件費
45.68%

教育研究経費
18.21%

医療経費
29.8%

管理経費
5.14%

資産処分差額
1.17%

事業活動支出

1,285億円

①

事業活動
収入

1,356億円

②

事業活動
支出

1,285億円

基本金組入前
収支差額

71億円

基本金
組入額
304億円

収支差額
△233億円

③

④

①－②

③－④
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４　事業活動収支の経年比較

事業活動収入内訳 （単位百万円）
科　　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

学生生徒等納付金 52,418 52,611 52,379 53,322 54,241
手数料 3,331 3,293 3,438 3,484 3,850
寄付金 1,184 1,844 1,005 1,085 990
補助金 10,197 10,364 9,667 10,375 9,618
資産売却差額 0 917 478 0 0
付随事業・収益事業収入 2,237 2,028 2,183 2,485 2,462
医療収入 57,710 59,321 59,867 64,062 61,839
受取利息・配当金収入 241 274 1,534 108 365
雑収入（過年度修正含む） 2,537 2,545 2,463 2,498 2,282
事業活動収入　合計 129,855 133,197 133,014 137,419 135,647
※ 学校法人会計基準の改正に伴い一部の科目が変更となり、平成26年度以前分は組み替えて記載しています。

事業活動支出内訳 （単位百万円）
科 　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

人件費 56,025 56,888 57,867 58,704 58,702
　（うち退職給与引当金繰入額） (2,141) (2,237) (2,243) (2,226) (2,033)
教育研究経費 21,624 22,268 22,650 22,883 23,448
　（うち減価償却額） (5,565) (5,679) (5,480) (5,419) (5,579)
医療経費 33,846 36,116 37,414 40,036 38,282
　（うち減価償却額） (2,329) (2,585) (3,153) (2,537) (2,607)
管理経費（為替差損、過年度修正含む） 6,073 6,017 6,380 6,758 6,610
　（うち減価償却額） (768) (866) (800) (804) (746)
借入金等利息 27 25 22 19 15
資産処分差額 937 1,314 1,330 667 1,482
徴収不能額 12 17 6 8 7
事業活動支出　合計 118,544 122,645 125,669 129,075 128,546
※ 学生生徒等納付金収入は平成28年度より国際学部が新設されたこともあり、順調に増加しております。
 　医療収支は年々増加していましたが、昨年度の大幅増の要因が一時的なものであったため今期は減少となりました。
 　病院収支は改善傾向にあります。
 　

収支差額の部 （単位百万円）
科 　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

　　　

7,101

△ 7,303

10,552 7,345 8,344 基本金組入前当年度収支差額 11,311

 翌年度繰越収支差額 △ 50,107

 基本金取崩額

△ 54,952

4,008

837 305 287 104 300

△ 50,296 △ 51,731 △ 63,067 △ 86,103

△ 50,107 △ 50,296 △ 51,731 △ 63,067

 当年度収支差額

 前年度繰越収支差額

△ 11,046 △ 9,067 △ 19,784 △ 30,437 基本金組入額合計

△ 494 △ 1,722 △ 11,440 △ 23,336

収支差額は平成22年度に病院収支改善等の影響
により一気に増加し、100億円を超えました。
翌、平成23年度に消費特有の損失計上が重なっ
たことにより一時的に減少したものの、平成24
年度からの2年間はまた100億円を超えておりま
した。
平成26年度には補助金等の減少に加え、消費税
増税の影響もあり収支差額が大きく減少、平成
27年度には学生生徒等納付金の増加等により改
善しましたが、今年度は学生生徒等納付金の増
加の一方、多額の資産処分の発生により収支差
額は再び減少に転じております。

1,253 

1,265 
1,299  1,332 

1,330 

1,374 
1,356 

1,144 

1,201 

1,186 
1,226 

1,257 
1,291  1,285 

109

64

113
106

73
83

71

0
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40

60

80

100

120

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

億円億円

事業活動収入 事業活動支出 基本金組入前当年度収支差額
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５　貸借対照表の状況

資産の部 （単位億円） 負債及び純資産の部 （単位億円）

科  目 本年度末 前年度末 増減 科  目 本年度末 前年度末 増減

有形固定資産　　　※1 2,894 2,702 192 固定負債　 250 248 2

特定資産              　※2 610 634 △ 24 流動負債 283 283 0

その他の固定資産　 77 68 9 負債の部合計 533 531 2

流動資産　　　　　※3 593 697 △ 104 基本金 4,502 4,201 301

資産の部合計 4,174 4,101 73 繰越収支差額 △ 861 △ 631 △ 230

純資産の部合計 3,641 3,570 71

負債及び純資産の部合計 4,174 4,101 73
東大阪キャンパス整備工事に伴うアカデミックシアター(1～5号
館)の竣工により、増加しています。

第2号・第3号基本金引当特定資産51億円を繰入れた一方で、施
設設備引当特定資産の取崩75億円を行ったことにより、昨年度よ
り24億円減少しています。

東大阪キャンパス整備工事に係る事業費233億円の影響により、
現預金が90億円減少しています。

「基本金」

学校法人がその設置する学校を運営してゆくために必要な資産のうち、継続的に保持していかなければならない資産を事業活動収入から組み入れるものです。

固定資産取得時に、同価額を基本金組入額として計上することで事業活動支出として支出されることを防ぎ（資産の留保）、基本金として計上することで

同価額を将来保持するよう拘束性を持たせています（教育の質の低下を防ぎます）。基本金という資金が存在するわけではなく概念的なものであります。

「純資産」

資産から負債を差し引いた金額です。

貸借対照表とは・・・

当該年度末における資産、負債、純資産（基本金、繰越収支差額）

の状態を表すものであります。

学校法人がその時点で、どのような資産（または負債）が

どれだけあるかという財政状況を示します

負債 30億円

繰越収支差額

△861億円

負債

533億円

資産

4,174億円

土地 1,223億円

建物 1,211億円

特定資産610億円

現預金 453億円

など

基本金

4,502億円 純資産

3,641億円

退職給与引当金 242億円

未払金 151億円

前受金 111億円

借入金 9億円 など

資産が4,174億円、負債が533億円、基本金が4,502億円、資産から負債を除いた純資産が3,641億円という結果になりました。
特定資産が施設設備引当特定資産の取崩等により24億円減少しております。その他、東大阪キャンパス整備事業の影響により現預金が90億円減少している一
方、有形固定資産が192億円増加しており、全体として資産は73億円増加しております。
また、負債は未払金の減少9億円と前受金の増加8億円、退職給与引当金の増加3億円により2億円増加しており、結果として純資産が71億円増加しております。

※1

※2

※3
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６　貸借対照表の経年比較
(単位百万円)

　科　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

資 産 379,091 390,674 399,827 410,133 417,411

負 債 48,367 49,397 51,205 53,167 53,344

基 本 金 380,831 391,573 400,353 420,033 450,170

繰 越 収 支 差 額 △ 50,107 △ 50,296 △ 51,731 △ 63,067 △ 86,103

負債及び純資産の部合計 379,091 390,674 399,827 410,133 417,411

純 資 産 330,724 341,277 348,622 356,966 364,067

減 価 償 却 額 累 計 額 144,737 149,251 153,583 158,308 161,169

７　借入金残高の経年比較
(単位百万円)

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

　市中金融機関 0 0 0 0 0

　私学振興･共済事業団 1,800 1,575 1,350 1,125 900

計 1,800 1,575 1,350 1,125 900

0

5

10

15

20

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

億円 私学振興･共済事業団 市中金融機関

純資産
＝基本金＋繰越収支差額

（=資産ｰ負債）
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5,000
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億円
基本金 負 債 資 産

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

億円
主な資産の推移

土地 建物 現金預金 引当特定預金 その他

資産は増加傾向、負債についても前受金等が増加しています。
平成22年度には薬学部新棟建設のため、借入金18億円計上しましたが、低金利（1.5％）の私学振興・共済事業

団からの借入れとなっており、利息についても私立学校施設高度化推進事業費補助金の交付を受けています。
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（単位％）
分類 項目 算式 全国平均 評価基準 評価 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

学納金
経常収入
医療収入
経常収入

教育活動収支の補助金
経常収入

■ 学納金比率・医療収入比率

　学納金比率は、安定的に推移することが望ましいとされています。

　本学は、医療収入比率が約半分を占めているため、学納金比率は、
　病院を持たない大学と比べると低い値となります。

■ 経常補助金比率

　補助金は学納金・医療収入につぐ第3の収入源になっており、

　高い方が望ましいとされています。

　この比率には、臨時的収入に区分される補助金は含みません。

（単位％）
分類 項目 算式 全国平均 評価基準 評価 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

人件費
経常収入

教育研究経費
経常収入
医療経費
経常収入
管理経費
経常収入

■ 人件費比率

この比率が高くなると、経常支出全体を大きく膨張させ経常収支

の悪化を招きやすくなります。

■ 教育研究経費比率・医療経費比率

教育研究経費比率は、教育研究活動の維持・発展のためには

不可欠なものであり、この比率は経常収支の均衡を失しない

限りにおいて高くなることが望ましいとされております。

本学は、医療経費比率と分けて算出しているため、病院を持たない

大学と比べるとかなり低い値となります。

■ 管理経費比率

学校運営のためには、ある程度の経費の支出は止むをえませんが、

比率としては低いほうが望ましいとされております。

28.5

↑ 4.9

27.7 28.4 29.5

4.6 4.8 5.0管 理 経 費 比 率 6.8

43.8

教育研究経費 比率 38.3 △ ↓ 17.5

43.6 43.9 43.3

17.1 17.2 16.9

 収入構成はどうか

医 療 経 費 比 率 - ～ ～

経 常 補 助 金 比 率 8.8 △ ↓
医  療  収  入  比  率 -

学　納　金　比　率 63.4

 支出構成は適切か

人 件 費 比 率 49.6 ▼ ↑

▼

6.8 7.1 6.6 6.2

～ ～ 40.4

～ ～ 46.1

40.3 39.7 39.3

45.5 45.4 47.2

経常収入に対する割合

4.6 4.8 5.0 4.9

27.7 28.4 29.5 28.5

17.1 17.2 16.9 17.5

43.6 43.9 43.3 43.8
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経 常 補 助 金 比 率

経常収入とは、「事業活動収入」（負債とならない
収入）から臨時的な収入（施設設備取得に対する補助
金及び寄付金、有価証券や不動産等の売却差額等）を
除いた通常の事業活動によって得た経常的な収入のこ
とをいいます。

このページの指標は、平成27年度の基準改正で、分母が帰属収入（収入全体）から「経常

収入」へ変更となりました。平成26年度以前分は、新基準に組み替えて算出しています。
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※各年度の一過性要因を含む。

（単位％）
分類 項目 算式 全国平均 評価基準 評価 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

流動資産
流動負債
基本金

基本金要組入額
純資産

負債+純資産
総負債
純資産
総負債
総資産

（単位年）
分類 項目 算式 全国平均 評価基準 評価 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

負債に備える資産が蓄
積されているか

運用資産余裕比率
（運用資産－外部負債）

事業活動支出
1.6 △ ↓ 0.76 0.84 0.77 0.69

17,473,858,811

121,304,534,370

△ 0.14

◆運用資産余裕比率
この比率は、運用資産（特定資産・有価証券・現金預金）
から外部負債（外部に返済を迫られる借入金・未払金・預
り金など）を差し引いた金額が、法人の一年間の支出規模
に対してどの程度蓄積されているかを表わす指標です。
高いほど支出規模に対して資金蓄積が良好であるといえま
す。なお、この比率の単位は（年）です。

14.6 14.5 14.7 14.9

× 負債比率
他人資金(総負債)が自己資金(純資産)を上回っていないかど
うかをみる指標で、100％以下で低い方が望ましいです。

12.8 12.6 12.8

▲ 総負債率
総資産に対する他人資金の比重を評価する極めて重要な関
係比率であります。低いほど良いとされております。

13.0

● 流動比率
短期的な支払能力を判断する重要な指標の一つで、一般に
金融機関等では200％以上であれば優良とされております。
平成25年度に預金の特定資産化により大幅に下降し、今年
度は大規模整備に支払資金を投資したため再度下がってい
ますが、いずれも200％以上を保っています。

* 基本金比率
事業活動収入からどれだけ基本金に組み入れたかを示す比
率です。未組入額があるということは借入金・未払金で基
本金組入対象資産を取得していることを意味しますので、
100％に近づく方が望ましいです。

◆ 純資産構成比率
学校法人の資金調達源泉を分析する上で最も概括的で重要
な指標です。高いほど資産を自力で調達できていることを
示し、財政的に安定しているといえます。

14.7
負債の割合はどうか

負 債 比 率 17.0 ▼ ↑
総 負 債 率 14.5 ▼ ↑ 12.8

99.2 99.2 99.0 99.4

純資産構成比率 85.5 △ ↑ 87.2 87.4 87.2 87.0 87.2

207.2 233.2 246.0 209.2

自己資金は充実され
ているか

基 本 金 比 率 96.8 △ ↑ 99.2

負債に備える資産が
蓄積されているか

流 動 比 率 215.0 △ ↓ 328.2

純資産＝基本金＋翌年度繰越収支差額 基本金要組入額＝基本金＋基本金未組入額

1,093 1,215 1,178 1,064

175 175 189 180

0.76 0.84 0.77

0.69
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1.0

1.5

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

億円

運用資産 外部負債 運用資産余裕比率

大型事業計画を進めるためには資金が必要となります。将来の課題として「運用資産」をいかに獲得していくかが挙げられます。
また、今後１８歳人口の減少にともない安定した定員の確保など現状を維持していくことも課題となります。

328.2

207.2

233.2

246.0

209.2

99.2 99.2 99.2 99.0 99.4

87.2 87.4 87.2 87.0 87.2
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175.0
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

％ ％

流動比率 基本金比率
純資産構成比率 負債比率
総負債率

運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券 外部負債＝総負債－（退職給与引当金＋前受金）

平成27年度の基準改正で、運用資産の定義が、「その他固定資産＋流動資

産」から「現金預金＋特定資産＋有価証券」へ変更となりました。

平成26年度以前分は、新基準に組み替えて算出しています。年
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Ⅳ．資金収支・事業活動収支の区分ごとの推移
１　活動区分資金収支計算書

（単位百万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度

収入 130,240 135,335 133,680
支出 114,443 119,372 117,858
調整勘定等 484 319 1,258
資金収支差額 16,281 16,282 17,080
収入 2,595 16,552 9,181
支出 13,574 25,988 35,718
調整勘定等 1,658 △ 528 540
資金収支差額 △ 9,321 △ 9,964 △ 25,997
収入 7,426 3,344 3,597
支出 3,481 3,540 3,608
調整勘定等 △ 1 10 △ 58
資金収支差額 3,944 △ 186 △ 69

10,904 6,132 △ 8,986
37,225 48,129 54,261
48,129 54,261 45,275

２　事業活動収支計算書
（単位百万円）

科　目 平成26年度 平成27年度 平成28年度
学生生徒等納付金 52,379 53,322 54,241
手数料 3,438 3,484 3,850
寄付金 813 802 815
経常費等補助金 9,319 8,894 8,308
付随事業収入 2,183 2,335 2,462
医療収入 59,867 64,062 61,839
雑収入 2,286 2,485 2,217
教育活動収入計 130,285 135,384 133,732
人件費 57,867 58,704 58,701
教育研究経費 22,650 22,883 23,448
医療経費 37,414 40,036 38,282
管理経費 6,379 6,750 6,597
徴収不能額等 6 8 7
教育活動支出計 124,316 128,381 127,035
教育活動収支差額 5,969 7,003 6,697
受取利息・配当金 1,534 108 365
その他の教育活動外収入※ 134 150 55
教育活動外収入計 1,668 258 420
借入金等利息 22 19 16
その他の教育活動外支出※ 0 0 0
教育活動外支出計 22 19 16
教育活動外収支差額 1,646 239 404
経常収支差額 7,615 7,242 7,101
資産売却差額 478 0 0
その他の特別収入※ 583 1,777 1,495
特別収入計 1,061 1,777 1,495
資産処分差額 1,330 667 1,482
その他の特別支出※ 1 8 13
特別支出計 1,331 675 1,495
特別収支差額 △ 270 1,102 0

基本金組入前当年度収支差額 7,345 8,344 7,101

事業活動収入計 133,014 137,419 135,647
事業活動支出計 125,669 129,075 128,546

教育
活動

施設整備
等活動

その他
の活動

収
入

支払資金の増減額
前年度繰越支払資金
翌年度繰越支払資金

本
業
の
教
育
活
動
の
収
支
状
況

経
常
的
な
収
支
状
況

支
出

教
育
活
動
収
支

参考

　
臨
時
的
な
収
支
状
況

特
別
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

教
育
活
動
外
収
支

財
務
活
動
に
よ
る

収
支
状
況

教育・研究・医療

等に関する収支

施設・設備に関

する収支（修繕

は含まない。）

投資活動等によ

る収支

資金収支計算書を3つの活動
区分に分けています。

「教育活動」
「施設整備等活動」
「その他の活動」

教育活動資金収支差額がプラ
スであれば、建物改修や教育
機器の購入など新たな設備投
資ができる状態であることを
表しています。

学費収入や医療収入はすべて
「教育活動」に計上されてい
るので留意が必要です。

こちらも3つの区分に分けて
います。

「教育活動」
「教育活動外」
「特別」

「教育活動」と「教育活動
外」は合わせて「経常」と区
分され、これにより経常的な
収支と臨時的な収支、それぞ
れの収支状況が把握できるよ
うになりました。

ただし、収入と支出の計上区
分が必ずしも一致しないた
め、分析には留意が必要で
す。

※その他の内容
教育活動外収支

・収益事業収入
・為替換算差益・差損

特別収支
・施設設備関係の寄付、

補助金
・過年度修正額

平成27年度基準改正により新設及び様式変更された帳票で

す。平成26年度分は新基準に組み替えて算出しています。
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